










































































































































































　第二款　CPO 制定以後から ZPO 制定まで
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訴えの変更







































































　ZPO264条 3 号の 「別の目的物……を請求するとき」 とは代償請求 （Surro-
gat）の場合を、「利益……を請求するとき」とは損害賠償請求（Schadensers-
atz）の場合をそれぞれ指しており、前者における「目的物（Gegenstand）」

















。そして、損害賠償はただ ZPO264条 3 号の意味での利
益給付の形式の一つに過ぎず、新たな請求は従来の請求のために同等のも






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（ 2 ）兼子ほか編・前掲注 1 ・830頁〔竹下＝上原〕。
（ 3 ）松本博之＝上野𣳾男『民事訴訟法』（弘文堂、第 8 版、2015年）195頁以下〔松
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求の基礎の概念により、訴の変更についての解釈論は、訴訟物概念のくびきからご
く自然に解放されてきた」ものとされる。
（ 6 ）兼子ほか編・前掲注 1 ・833頁〔竹下＝上原〕。
（ 7 ）最判昭和31年12月20日民集10巻12号1573頁、最判昭和32年 2 月28日民集11巻 2
号374頁。
（ 8 ）新堂幸司＝福永有利編『注釈民事訴訟法（ 5 ）』（有斐閣、1998年）246頁〔住吉
博〕。






















（13）Schlinker, Das Recht des Beklagten auf ein Sachurteil im Zivilprozess - Zur 






（16）Schlinker, a. a. O. （Anm. 13）， S. 7 ; 菊井・前掲注13・191頁。
（17）Schlinker, a. a. O. （Anm. 13）， S. 7.





（21）Uwe Gottwald, Die Klageänderung im Zivilprozeß, JA, Heft. 3, 1998, S. 219 ; 
菊井・前掲注13・194頁。
（22）Gottwald, a. a. O. （Anm. 21）， S. 219 ; 菊井・前掲注13・194頁。なお、„sach-
dienlich“ については定訳をみないが、さしあたり本文中に掲げた「相当性」とい
う訳をあてることにする。
（23）Gottwald, a. a. O. （Anm. 21）， S. 220.
（24）Althammer, Streitgegenstand und Interesse, 2012, S. 295.
（25）訳文は、法務大臣官房司法法制部編・前掲注20・91頁に依拠した。
（26）Stein/Jonas/Roth, Kommentar zur Zivilprozessordnung: ZPO, 23. Aufl., 
Bd. 3, 2016, S. 1048.
（27）Stein/Jonas/Roth, a. a. O. （Anm. 26）， S. 1049; Gottwald, a. a. O. （Anm. 21）， 
S. 220.
（28）Schlinker, a. a. O. （Anm. 13）， S. 7.
（29）Gottwald, a. a. O. （Anm. 21）， S. 221.
（30）Stein/Jonas/Roth, a. a. O. （Anm. 26）， S. 1049.
（31）訳文は、法務大臣官房司法法制部編・前掲注20・92頁に依拠した。
（32）Gottwald, a. a. O. （Anm. 21）， S. 221.
（33）Gottwald, a. a. O. （Anm. 21）， S. 221.
（34）Gottwald, a. a. O. （Anm. 21）， S. 221.
（35）訳文は、法務大臣官房司法法制部編・前掲注20・91頁に依拠した。
（36）Gottwald, a. a. O. （Anm. 21）， S. 222 f.
（37）Stein/Jonas/Roth, a. a. O. （Anm. 26）， S. 1092. なお、中村英郎「訴の変更理















場合」ではなく、「ZPO264条の訴えの変更の場合（Die Klageänderungsfälle des 
§264 ZPO）」と述べていることからも明らかである。Gottwald, a. a. O. （Anm. 
21）， S. 222.
（41）Gottwald, a. a. O. （Anm. 21）， S. 223.
（42）Stein/Jonas/Roth, a. a. O. （Anm. 26）， S. 1102; Schultzenstein, Ueber den 
Zeitpunkt, bis zu welchem im Civilprozeß die Zurücknahmen der Klage, der 
Berufung, der Revision und des Einspruchs zulässig sind, Gruchot 27, 1883, S. 298.
（43）Stein/Jonas/Roth, a. a. O. （Anm. 26）， S. 1102; Walther, NJW 1994, 423 ff.
（44）Groß, Klageänderung und Klagerücknahme, JR, Heft. 9, 1996, S. 358.
（45）Groß, a. a. O. （Anm. 44）， S. 358.
（46）Groß, a. a. O. （Anm. 44）， S. 358.
（47）Groß, a. a. O. （Anm. 44）， S. 358.
（48）Groß, a. a. O. （Anm. 44）， S. 358.
（49）Stein/Jonas/Roth, a. a. O. （Anm. 26）， S. 1105; Krüger/Rauscher, Münchener 
Kommentar zur Zivilprozessordnung （ZPO）， 5. Aufl., Bd. 1, 2016, S. 1700.




を意味する。Looschelders, Schuldrecht, 14. Aufl., 2016, S. 346. また山田晟『ドイ
ツ法律用語辞典』（大学書林、第 4 版、2001年）684頁参照。
（51）Althammer, a. a. O. （Anm. 24）. その概要については拙稿 「『利益 （Interesse）』 
概念による訴訟物の特定（ 1 ）・（ 2 ・完）」早論159号（2016年）79頁、早論160号
（2016年）77頁を参照されたい。
（52）Althammer, a. a. O. （Anm. 24）， S. 294.
（53）Althammer, a. a. O. （Anm. 24）， S. 296 f.
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（70）兼子ほか編・前掲注 1 ・830頁および833頁〔竹下＝上原〕。
（71）兼子ほか編・前掲注 1 ・830頁および833頁〔竹下＝上原〕。
（72）兼子・前掲注 1 ・373頁、新堂幸司『新民事訴訟法』（弘文堂、第 5 版、2011
年）758頁以下。













（79）最二小判昭和41年 1 月21日民集20巻 1 号94頁。
（80）兼子ほか編・前掲注 1 ・835頁〔竹下＝上原〕。しかし、これらの要件について
は本稿の主題から外れるため、詳述しない。
（81）最三小判昭和35年 5 月24日民集14巻 7 号1183頁。
（82）兼子・前掲注 1 ・374頁。
（83）上田徹一郎『民事訴訟法』（法学書院、第 7 版、2011年）532頁以下、兼子ほか


































（97）大判昭和 8 年 2 月 7 日民集12巻136頁。

























（107）東京地判昭和26年 9 月27日下級民集 2 巻 9 号1135頁。
（108）兼子・前掲注 1 ・372頁。




のとして、住吉博「重複訴訟禁止原則の再構成」法學新報77巻 4 ・ 5 ・ 6 号（1970
年）131頁以下。但し、事実資料の共通を手続的アプローチとして評価されている
点に、注意を要する。
（113）牛尾洋也「イエーリングの私法理論の二元性（ 2 ・完）」法雑37巻 4 号（1991
年）123頁。
（114）Althammer, a. a. O. （Anm. 24）， S. 265.









（117）Rosenberg/Schwab/Gottwald, Zivilprozessrecht, 18. Aufl., 2018, S 547.
（118）Althammer, a. a. O. （Anm. 24）， S. 597 f.
（119）Althammer, a. a. O. （Anm. 24）， S. 598. 
（120）Althammer, a. a. O. （Anm. 24）， S. 599. 日本において同様の見解を採るもの
として、小山昇「株主総会の決議を争う訴訟の訴訟物」同『訴訟物の研究　小山昇
著作集　第一巻』（信山社、1994年）195頁。
（121）Rosenberg/Schwab/Gottwald, a. a. O. （Anm. 117）， S 540.
（122）Althammer, a. a. O. （Anm. 24）， S. 603.
（123）Althammer, a. a. O. （Anm. 24）， S. 603.











（128）Althammer, a. a. O. （Anm. 24）， S. 386.
（129）前掲注 4 参照。
（130）したがって、中村（英）・前掲注66・145頁以下と本稿における階層構造とは、
訴訟物の変更の有無、すなわち訴えの変更の有無を境界として基準が分かれるとい
う点に差異がある。

